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1７８ 社会学研究科紀要第６４号２００６

行動の変動‘性に対する強化随伴性による制御可能性の検討

八賀洋介

行動レパートリー間の分布・分散に対する強化随伴件による制御の研究は，オペラント変動性と称さ

れ近年１つの研究領域を成している。この研究領域の目的の１つは複数の反応レパートリー間でランダ

ムな行動を取らせる条件を把握することである1．ランダム行動に関するヒトの実験は半世紀前から研

究が行われているが，多くの研究結果ではヒトはランダムな系列を生成することも，ランダムな系列を

ランダムであると知覚することも不得手であると報告されてきた(Reichenbach,1949;Wagenaar，

1972)。一方、オペラント変動性の研究は多くが動物を被験体として厳密に統制された実験箱の中で実

施されたものであるが，パラメータによって行動の変動量を制御可能であり，セッション内の反応遂行

をランダムなパターンで行わせることが可能であることを示してきた(Page＆Neuringer,1985)◎動物

における制御条件の知見が得られた後，ヒトにおいてもフィードバックを与え練習を積むことで，反応

遂行を改善できることが報告された(Neuringer,1986)。したがって，統制された環境で動物を使用して

効果のある随伴性条件を検討することは，ヒトの行動過程の解明に対する含意がある。

これまで行動変動性の制御のために使用されてきた手続きは反応レパートリー間の分散の制御を試み

たものであった。たとえば，１６のレパートリーが存在し，各試行で１つを選ぶことを繰り返し行わせる

場合，セッション内ですべてのレパートリー生起が等しくなるならば，最大の変動性・ランダムな行動

が得られたとする。この視点には系列依存性の検討が欠けている。したがって，反応レパートリーの分

散に対する制御は示されてきたが，系列依存性の制御条件は研究蓄積が希薄である。

八賀(2006)ではランダムネスの検定方法の１つである連検定のＺ値を分化強化基準として使用した

手続きにより，２つのレバー間でレバー押しを行うラットが持つ系列的パターンを取り除くことが可能

であることを例示した。しかし，手続きのいくつかの点が不明瞭であった。1つは随伴性の基準内外を

示すために使用したレバーランプの効果である。基準内すなわちランダムとみなされる場合にはラン

プが点灯し，基準外の場合には消灯する。このランプの点灯・消灯を弁別刺激としてラットは反応パ

ターンを変えていた可能性がある◎その場合にはセッションを通して得られたデータ列の系列独立性は

２つの条件下での行動パターンの複合のために生じた副次的なものとみなされる◎２点目は強化頻度の

効果である。通常，強化頻度が下がるならば行動の変動性は増すことが知られているが，その実験にお

いて強化頻度は一定ではなく被験体の反応遂行次第で変化が起きたので，強化頻度が重要な影響を及ぼ

していた可能性がある。これらの点により連検定のアルゴリズムを使用した分化手続き自体が持つ効果

に暖昧さが残った。したがって，本報告ではレバーランプによる基準の明示を排除し，連検定を使用し

た手続きへパーセンタイル手続きを組むことによりｌセッションあたりの強化頻度を一定に保った上

で実験を行った。

方法

被験体

実験歴のないオスのウィスター系ラット４個体を使用した。実験開始時４４週齢であった。
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装置

1７９

ラット用２レバーオペラン卜箱を使用した。強化子には４５ｍｇペレットが使用された。実験制御は

USBI/Oボード（VellemanK8055VMllO）をインターフェースに使用したコンピュータ（IBM2668

6HJ）上で，VisualBasic2005で行った。

手続き

訓練期

ハンドシェイピングによりレバー押しを形成後，ＣＲＦスケジュールによりレバー押し訓練を行った。

数セッションのＣＲＦ訓練後，ｌセッション５００試行の確率スケジュール下で徐々に強化子呈示確率を

0.1へと下げていった。反応を行う度に両レバーランプが点滅した。片方のレバーへの排他的選好を防

ぐため，各試行前にその試行ではどちらのレバー押しが強化子を生じるかが決定された。この手続き下

での訓練をベースラインとし，反応が安定後，実験期へと移行した。

実験期

ｌ試行ごとに現試行での反応を含む過去２０反応から連検定のＺ値が求められた(Burington＆May，

1970)。したがって試行ごとに，対応するＺ値が得られた。現試行で求められたＺ値が過去１９試行のＺ

値と比較され，１７番目のランクよりもより良い値であった場合に0.667の確率で強化を行った。より良

い値とは±０へより近いＺ値である。連検定ではサンプルから算出された左右反応の割合に対して，そ

れに見合った連の数を自発する場合にＺ値が小さくなる（連とは一続きの同じ記号の連続である：右反

応(R)と左反応(L)の系列がRRRLRならば連の数は３である)。パーセンタイルスケジュールでは順

序数によって強化基準を定める。現試行で得られた値が、個のサンプルから定義されるｋ個の間隔の

どこかへランクされる確率は，ｋ/(ｍ＋l)によって定められる(Galbicka,1994)。現試行での反応が基準

反応となるためにはｋ番目よりも高い値へランクされなければならない。したがって，強化を受けるこ

とができる基準反応確率は，１－{k/(ｍ＋l)}により求められ，本手続きの場合には０．１５となる。ｌセッ

ション内で自発された基準を満たす反応に対して確率的に強化することにより，強化確率は反応パター

ンにかかわらず０．１が保証される。この手続きにより，強化頻度を一定に保ったまま，連検定を基準と

した分化強化の効果の検討･を行った。

実験開始時に，ハウスライトと２つのレバーランプが点灯し，白色雑音が呈示された。反応を行う度

に両レバーランプが点滅した。ｌ試行はレバー押しｌ反応とし，ｌセッションは５００試行とした。２

セッション目以降は直前のセッションの最後２０反応を利用して連検定の計算を行った。

結果

表ｌは各個体におけるベースライン期及び実験期の最終５セッションの右反応割合，強化割合を示し

ている。ベースライン期，実験期ともに強化割合はおよそ0.1で一定に保たれていることが示された。

右反応割合はベースライン期においてはすべての個体でおよそ０．５に近似する値が得られた。左右レ

バー押しから均等に強化子が呈示されるベースライン条件では反応割合も均等に分配された。一方実験

期ではラット４は左レバーへの選好を示すようになった。これは連検定が反応生起の等確率性に対して



は制御力を行使しないことが原因であり，八賀(2006)の結果と一貫している。

図ｌはラグ分析を示す。図中の連続した５点をｌセッションのデータとして最終５セッションの結

果を示した。右反応をＲとして，５点のうち左端の点はＰ(R)，２番目の点はラグ１，３番目の点はラグ

２，４番目の点はラグ３，５番目の点はラグ４を表し，それぞれラグＮ反応前にＲを自発したもとでＮ

反応後にＲを自発する条件つき確率である。ランダムである場合にはすべての条件つき確率がＰ(R)と

近似する。ベースライン期にはそれぞれの個体がそれぞれの反応パターンを示している。ラットｌと４

はＲＲＬ，ラット２と３はＲＲＬＬというパターンを示している。実験期の結果ではいずれの個体もラグ

のＰ(R)からの逸脱は小さくなり，ラット１，ラット４は最終的にランダムに振舞うようになった。しか

し，ラット２では依然としてＲＲＬＬパターンが残り，ラット３では右反応自発の２反応後(P(ＲｌＲｘ)）

にＬ反応を自発しやすい傾向が残った。

1８０ 社会学研究科紀要第６４号２００６

表ｌ最終５セッションの右反応率及び強化率

訓練期 Ｒａｔ３(26） Rａｔ４（24）Ｒａｔ２(23）Ｒａｔｌ（１５）

Rａｌ４（１８）

0.544(0.098）

0.564(0.094）

0.538(0.092）

0.546(0.082）

0.544(0.108）

0.514(0.084）

0.580(0.12）

0.560(0.106）

0.552(0.088）

0.576(０．１１６）

0.596(0.106）

0.528(0.108）

0.632(0.094）

0.546(0.09）

0.562（0.096）

0.546(０．１１６）

0.574(0.108）

0.648(0.062）

0.544（0.072）

0.512(0.094）

１
１
ワ
］
３
４
戸
○

詐州"縦舞l1wwM伽

;lwww:葦11vww…章へ

Rａｔ２（１６）実験期 Ｒａｔ３（１３）Ｒａｔｌ（25）

１
２
３
４
５

0.468(0.116）

0.514(0.098）

0.562(0.122）

0.548（０．１１４）

0.646(0.122）

0.406(0.124）

0.514(0.134）

0.574(０．１１６）

0.534（0.096）

0.468(0.076）

0.662(0.1）

0.606(0.108）

0.628(0.1）

0.574(0.1）

0.572(0.106）

0.346(0.11）

0.308(0.094）

0.316(0.108）

0.374(0.106）

0.312(0.1）
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考察

1８１

本手続きでは基準を明示するランプ点灯・消灯は使用せず，強化子呈示以外の随伴性の手がかりを排

除した。また強化頻度を一定に保ち，本実験の随伴性の効果としての反応分化を検討した。いずれの個

体もベースライン期に比べ反応の系列依存性は弱まる傾向を示した。特に連検定が同反応の連続と異な

る反応への交替に対して圧力をかけるため，ラグ１（P(ＲｌＲ))はＰ(R)へと近似する傾向を示した。確認

のため，最終５セッションの１次の条件つきエントロピー(Ｈ,)を算出し，ｘ２値へ変換を行った(Atte‐

neave,1959)。得られた値の平均値はベースライン期，実験期の順でラットｌは24.558,4.708,ラット

２は50.131,14.182,ラット３は73.131,4.164,ラット４は4.047,2.373といずれの個体においても値

の改善を示している。この点において連検定を基準とした分化強化は効力を発揮していたと考えられ

る。しかし，４個体中２個体においては系列依存性が残った。これは連検定が２次以上の高次の依存性

に対する随伴性がかからないことが問題であると考えられる。同様に２次の条件つきエントロピー(Ｈ２）

のＸ２値の各期の平均は，ラットｌは39.416,10.362,ラット２は21.147,19.073,ラット３は17.599,

22.908,ラット４は45.957,2.405である。１次のエントロピーと異なり２次では変化の方向にばらつ

きがある。したがって，２個体のラットは高次の依存性を発達させることによって，系列依存性を維持

したまま１次の依存性だけを減少させる反応遂行を行うことで随伴性へ適応を行った。

結論として，連検定のＺ値を分化強化することは効果を持ち，それにしたがって以前に存在した系列

パターンを修正することは可能であると考えられる。また，その効果は依存性を弱める方向へと淘汰圧

をかけるものである。しかしながら，その効果は限定的なものであり，個体の系列依存'性を取り除くた

めには随伴性の有する効力が不十分である。今後の課題は反応割合の様々な偏りのもとで，常に系列独

立を維持させる条件を明確にすることである。少なくとも本実験手続きよりも高次の依存'性へ効力を持

つ随伴性が１つの条件となるであろう。

注

l）ランダムネスは多様な学問で使用されてきた一般的概念であるか明瞭な定義がない(Nickcrson,2002)。生成さ

れた反応列のランダム性を検討する際に，多くの研究者によ-,て指摘される特性は等確率性と系列独立性であ

る。本報告書においても，ランダムネスの暫定的な定義としてこの２つの特性を認めるものとする。
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明治末期の優秀児，優秀児教育に関する論争の内容

一雑誌「教育界』「高能児教育特集」を資料として－

南 真 紀子

問題の所在

明治末から大正時代にかけての約２０年間は，明治期以降の日本において，能力の個人差とそれへの

対応が最も注目された時期の一つとして知られている。この時代，極めて高い能力を持つ子ども，所謂

｢優秀児i」に対しても，能力に合った学習の機会を保障する実践研究が広く行なわれ，同時に彼らと彼ら

に対する処遇に関して数多の論争が巻き起こった。このうち実践の具体的内容や，優秀児と優秀児教育

がこの時期に関心を集め，維持された要因および急速に影を潜めた要因に関しては，一定の研究の蓄積

がある。しかし多様な実践が行なわれた当時，優秀児がどのように捉えられ，彼らの何が問題とされ，

どのような対処法が提案されていたのか，即ち論争の具体的内容の検討は，これまで等閑に附されてき

た。以上の見解に則り，筆者は２００６年度，2006年度に行った，明治期の教育雑誌に所収されている優

秀児，優秀児教育関連論文の収集および分類作業を行なった。本稿はその中心を占める雑誌「教育界」

の「高能者教育問題特集」関連記事を纏めたものである。尚，紙幅の関係で，「高能者教育問題特集」を

典拠とするものに関しては、出典の記述を省略する。また，本稿では原則として，原文では旧字体のと

ころも新字体を用い，仮名遣いは原文のままとした。

議論の概要

〈｢高能者教育問題特集｣〉

本稿で取り上げる「高能者教育問題特集」は雑誌『教育界』第１０巻第３号（明治４３年１２月）から

第１０巻第８号（明治４４年５月）に渡って掲載されたものである。掲載の理由に関しては，第１０巻第

３号巻頭言に，「記者考ふる所によれば，此の問題は，低能児教育問題に先って起らざるべからざる問題

と存候。然るに，此の重要問題が今日に至る迄殆んど閑却せらる甚如きは如何。これ本誌が，辛亥初春

の壁頭に於いて，本問題を提出したる所以に御座候」という記述が見られる。さらに第，０巻第，号の社

説からは，この年の関東東北連合教育会が，特集を組む直接のきっかけとなったことが窺い知れる。

この関東東北連合教育会は、１９１０（明治４３）年１０月に，群馬県高崎市で開催された。そしてこのと

き，福島県教育会と栃木県上都賀郡教育会が．それぞれ「中等学校に於ける優秀なる生徒をして卒業年

限以内に於て修了せしむるの可否」と「普通教育に於て秀才教育の必要なきか，ありとすれば如何なる

方法に依るを最も適当とするか」と題する議案を提出しているii。しかし社説でも述べられているよう

に，これらの議題はいずれも這回討議，端的に言えば決議延期となった。これらは「記者iii」の目には，

｢此の好箇の問題に対して，殆んど之を有邪無邪の間に葬り去りたるi,」と映った。そもそも彼はかねが


